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介護予防継続的評価分析事業
0
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補正後の額補正前の額

歳出予算事業概要書

県支出金

15 4,4232 400給料 国庫 02 02 01 030
9 63旅費 継続的評価分析支援事業費補助金

11 200需用費
12 60役務費
13 3,300委託料
18 400備品購入費
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要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

国の実施する「継続的評価分析支援事業」に参加し、現在行っている本市での介護予防関

を検証し、適切な事業評価をおこなうことで、介護保険事業の効果的な運営を図る。
　介護保険制度改正にともなって開始された介護予防関連事業の実施について、その効果

なお、調査及びデータ集約については３年間継続実施が条件
　（調査対象者　各中学校区毎に20名程度抽出　220名程度予定）
　市内各地域包括支援センターへ業務委託にて実施
・対象者への聞き取り調査及びデータ集約
調査項目を聞き取り、そのデータを厚生労働省へ送付する。
市内全域の介護予防事業参加者の中から抽出した対象者に対し、国の定める要綱に従い、
（実施形態）
連事業の実施効果の比較検討をおこなう。

継続的評価分析支援事業費補助金（補助率１００％）
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